
No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

・ 本路線は、横須賀市安浦町を起点として、横浜横須賀道路の佐原ICと接続し、横須賀リサーチ
パークの脇を通り、同市津久井に至る、全⾧約11.5ｋｍの幹線道路である。

・ 三浦半島の東部地域を南北に貫き、横浜横須賀道路へのアクセス強化や周辺道路の交通混雑の
緩和を図る重要な路線である。

・ また、三浦半島地域の交流連携の強化とともに、広域的なネットワークを形成する道路として
重要な役割を担う路線である。

・ 本路線は、市の中心部や防災拠点となる市庁舎等に連絡する「第１次・第２次緊急輸送道路」
に指定されている。

◆ 事業概要

【再評価】

１．概要
１）全体の概要
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【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

ア）県の計画:
ａ）新かながわグランドデザイン実施計画
・ 「交流幹線道路網の整備」として位置づけ
ｂ）かながわ交通計画
・ 「多車線機能を有する一般幹線道路網」に位置づけ
ｃ）改定・かながわのみちづくり計画
・ 「交流幹線道路網の整備」として位置づけ

イ）市の計画:
ａ）横須賀市都市計画マスタープラン
・ 「横浜横須賀道路と三浦海岸方面との連絡機能を強化する路線」として位置づけ

事業地周辺図

評価対象区間

かながわ交通計画
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⾧沢二丁目

凡例
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・ 評価対象区間は、「ハイランド二丁目」から「⾧沢二丁目」までの延⾧約2.1kmの区間であり、
このうち、北側の約0.5ｋｍ区間は、平成９年度に４車線で供用している。

・ 残りの約1.6km区間については、平成21年度に約1.2km区間、令和４年度に約0.2km区間を
２車線で暫定供用しており、現在は残りの約0.2km区間で事業を進めている。

２）評価対象事業の概要

３）評価対象事業の位置づけ

2



・ 昭和４２年度:都市計画決定
・ 平成 ２年度:都市計画変更（構造形式）
・ 平成 ２年度:事業認可取得、用地取得開始
・ 平成 ３年度:工事着手
・ 平成 ９年度:４車線供用開始（ハイランド二丁目～⾧沢六丁目交差点）
・ 平成２１年度:２車線暫定供用（三浦しらとり園入口交差点～⾧沢二丁目）
・ 令和 ４年度:２車線暫定供用（⾧沢六丁目交差点から南側0.2km）

２．事業の経緯や必要性
１）経緯

・ 三浦半島東部地域の南北方向の交流・連携を図るとともに、横浜横須賀道路へのアクセス機能を
強化し、広域的な道路ネットワークを形成する必要がある。

・ 本路線に並行する国道134号や京浜急行YRP野比駅前を通過する県道27号（横須賀葉山）で慢性
的な渋滞が発生しており、交通を分散させるため、バイパス道路を整備する必要がある。

・ 三浦半島地域の沿岸部を通る国道134号は緊急輸送道路に指定されているが、津波等による浸水
が想定されるため、緊急輸送機能の強化とともに代替が可能となる路線の整備が必要である。

・ 評価対象区間の一部は通学路に指定されているが、歩道が狭く、児童等の歩行者の安全な通行を
確保する必要がある。

２）必要性

３．事業の目的
・ 交流幹線道路網の整備による地域間の交流連携強化
・ 国道134号や県道27号（横須賀葉山）の渋滞緩和
・ 災害時の緊急輸送機能の強化及び代替機能の確保
・ 児童等の歩行者の安全で快適な歩道空間の確保

４．事業の内容
１）起 終 点:横須賀市ハイランド二丁目～⾧沢二丁目
２）事業延⾧:約2.1km
３）幅 員:22m
４）交 通 量:計画交通量 29,400台/日（令和22年推計）

現況交通量 16,461台/日（令和３年度全国道路・街路交通情勢調査）
５）道路規格:第４種第１級
６）設計速度:60km/h
７）車 線 数:４車線
８）歩道形態:両側歩道
９）主な工種:道路改良工（大規模擁壁工、鉄道交差部橋梁拡幅工等）

【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

断面図

計画（22.0m）現況（10.0m）

（単位:ｍ）
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【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

５．事業実施にあたって配慮した項目
・ 現道や周辺道路の渋滞緩和のため、整備が完了した区間から順次供用することにより、事業効果

の早期発現を図っている。
・ 評価対象区間と横須賀市道が取付く部分は、現道は鋭角に交差していたが、市と調整し、安全で

円滑な通行を確保するため、直角に交差するよう配慮を行った。
・ 「三浦しらとり園入口交差点」周辺では、本事業に伴い最大約２ｍ道路の高さが低くなるが、現

道にはガス、水道、ＮＴＴの埋設管があるため、占用企業者と綿密な調整を行い、現道交通を切回
しながら、埋設管の移設工事を行う計画としている。

⾧沢二丁目

ハイランド二丁目

平成９年度
（供用）

平成21年度
（2車線暫定供用）

整備中

令和４年度
（2車線暫定供用）

詳細平面図➀参照

詳細平面図②参照
評価対象区間

約2.1ｋｍ

至 三浦海岸

至 佐原ＩＣ平面図 詳細平面図➀
当初計画

変更計画

本線 市道

鋭角交差

鋭角交差

線形改良

詳細平面図②

三浦しらとり園
入口交差点
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1. 事業の必要性に関する視点

ア）地域の状況
１） 事業を巡る社会経済情勢

・ 本路線の周辺では、国道134号や県道27号（横須賀葉山）に交通が集中するため、慢性的な交通
混雑が発生している。特に観光シーズンは、三浦半島南部の観光地に向かう交通が集中する。

・ 近傍には、広大な敷地に複数企業が集積するICT技術の研究開発拠点である横須賀リサーチパー
ク （略称:YRP）が立地しており、朝夕の時間帯は、周辺道路がバス等で混雑する。

ウ）事業地の状況

エ）周辺の環境

・ これまでに約1.9km区間を供用しており、横浜横須賀道路へのアクセス性向上には一定の効果を
上げているが、周辺の道路では、依然として慢性的な渋滞が生じている。

・ 災害時の避難場所に指定されている小・中学校や、地域医療救護所である北下浦行政センター、
障害者支援施設である「三浦しらとり園」が立地している。

・ 評価対象区間の一部は、小学校の通学路として指定されている。

・ 評価対象区間の一部は、地すべり防止区域に指定されている。

イ）地元の意識
・ YRP野比駅前の県道等、周辺の混雑している道路からの交通の転換が期待されることから、地域

住民の早期完成に対する要望が強い。

【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

◆ 評価の視点

ＹＲＰ野比駅前
（バス利用状況）

ＹＲＰ野比駅前
（道路状況）

通学者の状況

車両が滞留

平面図

部分供用に伴う周辺交通量の推移
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未整備区間周辺の状況 未整備区間周辺の状況
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■総合的な効果

２）事業の投資効果等
■費用対効果

・ 第三次救急医療機関である横須賀共済病院へのアクセス性が向上する。
・ 歩道の幅員が広がることにより、通学する児童等にとって、安全で安心な歩行空間が創出される。

・ 都心部と三浦半島を結ぶ横浜横須賀道路へのアクセスが強化されることにより、観光客の増加や
物流の効率化が図られるとともに、新たな地域経済の活性化が期待される。

ア）防災

ウ）安全・安心・利便性

エ）地域の活性化

【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

・ 評価対象区間の東京湾側には、国道134号が第１次緊急輸送道路として配置されているが、その
一部は高潮・津波の浸水想定区域を通過する。本路線を整備することにより、災害時の代替路線と
して、防災機能を増強し、沿岸部の避難や救助等に資することが期待できる。

津波浸水予測図（想定地震:慶⾧型地震）

・ 市道と交差する箇所が多数あったが、事前に最適な交差形状となるように設計協議をするととも
に、施行者や時期についても綿密に調整することにより、効率的な整備ができた。

イ）行政コストの削減

オ）景観
・ 地すべり対策として、高さ約15ｍに及ぶ大型の深礎擁壁を施工する必要があったが、壁面を化

粧型枠で仕上げることにより、日光の照り返しや圧迫感を軽減できるよう景観配慮に努めた。
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社会的割引率 ４%の場合 １%の場合
B/C 1.1 1.7

費用
事業費

624億円
619億円

569億円
560億円

維持管理費 5億円 9億円

便益
走行時間短縮便益

656億円
603億円

994億円
915億円

走行経費減少便益 48億円 72億円
交通事故減少便益 5億円 7億円

経済的内部収益率（EIRR） 4.1％

（資料）令和３年度道路交通センサスの昼間12時間平均旅行速度より算定

整備時の30分圏域

整備に伴い
拡大する30分圏域

第三次救急医療機関への30分アクセス圏域
横須賀共済病院

(第三次救急医療機関)

評
価
対
象
区
間

佐原IC 予測浸水エリア

評価対象
区間



２. 事業の進捗の見込みの視点
１）事業の進捗状況

２） これまでの課題に対する取り組み状況

３） 関係する地方公共団体等の意見
ア）横須賀市
・ 三浦半島地域の交流連携の強化や周辺道路の交通渋滞の緩和など、ネットワーク形成に必要な道

路として、早期整備を要望する。
イ）野比小学校、⾧沢中学校
・ 児童や生徒の安全な通学を確保するため、歩道の早期整備を要望する。

【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

・ 評価対象区間の用地取得は完了しており、整備が完了した区間から順次供用している。
・ 評価対象区間の一部は地すべり防止区域内を通過するが、道路脇の斜面対策として深礎杭工事を

施工したところ、平成26年に大雪や大雨による影響で変状が生じたため、有識者等で構成する検
討会を設置し、対策工法を検討して補強工事を実施した。既に施工済みの構造物に追加・補強対策
を講じることにより、手戻りなく短期間で施工し、平成30年度に斜面対策工事を完了した。
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前回再評価時（R元） 今回再評価時（R6） 前回再評価時からの変化

事業化年度 平成2年度 平成2年度 －
用地着手年度 平成2年度 平成2年度 －
工事着手年度 平成3年度 平成3年度 －
供用年度（予定） 令和4年度 令和11年度 7年遅れ
事業期間 32年間 39年間 7年増
事業費（単純合計） 280億円 280億円 －
進捗率（用地取得率） 93%（99%） 97％（100%） 4％（1％）増
供用率 81% 90% 9％増

残事業の内容等 道路改良工 道路改良工

計画交通量 22,600台/日 29,400台/日 6,800台/日増
基準年 令和元年 令和6年 再評価時の年度
B／C 1.1 1.1 －

総費用（現在価値）
事業費

維持管理費

501億円
496億円
5.2億円

624億円
619億円
5.0億円

123億円増

総便益
走行時間減少便益
走行経費減少便益
交通事故減少便益

545億円
480億円
54億円
11億円

656億円
603億円
48億円
5億円

111億円増

(変化した理由)
事業期間 : 用地取得の難航、埋設管移設工事対応

南
側

北
側

三浦しらとり園
入口交差点

⾧沢６丁目
交差点



継続

本事業は、三浦半島東部地域を南北に結ぶ重要な路線であり、日常
的に周辺道路では渋滞が発生していることや、通学児童等の歩道整備
による交通安全の向上、国道134号を補完する緊急輸送機能の強化や
代替性など、事業の必要性には変化はなく、重要性は依然として高い
ことから、事業を継続する必要がある。

◆ 対応方針（案）

【再評価】 R6 No.2 都市計画道路 安浦下浦線 街路整備事業

３．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

・ 評価対象区間において、用地取得は全て完了していることや、既に延⾧2.1kmのうち約1.9km
が暫定供用しており、残る約１割の0.2km区間が完成すれば、全線が供用することから、現計画が
最善と考える。

・４車線供用区間の状況
②

③

①

④

１）コスト縮減

２）代替案立案等の検討

・ 道路の斜面対策として実施した深礎杭については、隣接地権者の土地も含む周辺区域の地すべり
抑止効果もあることから、周辺家屋の安全確保にもつながり、災害リスクの軽減を図ることができ
た。

３）今後のスケジュール
・ 今後は整備中区間の舗装工事や交差点改良工事を行い、埋設管の移設工事等を進め、令和10年度

の供用開始を目指す。
年度

項目 R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

R5
(2023)

R6
(2024)

R7
(2025)

R8
(2026)

R9
(2027)

R10
(2028)

工事

前回

今回

・２車線供用区間の状況

・２車線供用区間の状況・２車線供用区間の状況

未整備区間
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